
議案第４８号 

さいたま市子ども家庭総合センター条例の一部を改正する条例の制定について

さいたま市子ども家庭総合センター条例の一部を改正する条例を次のように定める。

平成３０年２月６日提出

さいたま市長 清 水 勇 人  

さいたま市子ども家庭総合センター条例の一部を改正する条例

さいたま市子ども家庭総合センター条例（平成２９年さいたま市条例第２８号）の

一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

目次

 第１章 総則（第１条―第３条）

 第２章 児童心理治療施設（第４条―第８条）

 第３章 診療所（第９条―第１３条）

 第４章 市民コンタクトスクエア（第１４条―第

２２条）

 第５章 雑則（第２３条―第２７条）

 附則

   第１章 総則

第１条 ［略］ 第１条 ［略］

 （業務）  （業務）

第２条 センターは、次に掲げる業務を行う。 第２条 センターは、次に掲げる業務を行う。

 ［略］  ［略］

 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以

下「法」という。）第１２条第２項に規定する

業務に関すること。

 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

１２条第２項に規定する業務に関すること。

  ～  ［略］   ～  ［略］

 子どもの心理治療に関すること。

 ［略］  ［略］

 ［略］  ［略］
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 ［略］  ［略］

 ［略］  ［略］

 （センターの構成）  （センターの構成）

第３条 前条に規定する業務を行うため、センター

に次に掲げる専門相談機関を置く。

第３条 前条に規定する業務を行うため、センター

に次に掲げる専門相談機関を置く。

  ～  ［略］   ～  ［略］

 次条第１項に規定する児童心理治療施設  子どもケアホーム

２ 前項に掲げるもののほか、センターに、診療所

並びにぱれっとひろば、中高生活動スペース、多

目的ホール、バンドスタジオ、ダンススタジオ、

調理室その他規則で定める施設及びこれらの附属

設備（以下「市民コンタクトスクエア」という。

）を置く。

２ 前項に掲げるもののほか、センターに、ぱれっ

とひろば、中高生活動スペース、多目的ホール、

バンドスタジオ、ダンススタジオ、調理室その他

規則で定める施設及びこれらの附属設備（以下「

市民コンタクトスクエア」という。）を置く。

   第２章 児童心理治療施設

 （設置）

第４条 センターの目的を達成するため、法第４３

条の２に規定する児童心理治療施設（以下「児童

心理治療施設」という。）を設置する。

２ 児童心理治療施設の名称は、子どもケアホーム

とする。

 （定員）

第５条 児童心理治療施設の定員は、次のとおりと

する。

 入所部 １０人 

 通所部 ２０人 

 （利用対象者）

第６条 児童心理治療施設の利用対象者は、法第２

７条第１項第３号の規定による措置（児童心理治

療施設に係るものに限る。）に係る者とする。

 （費用徴収）

第７条 市長は、入所後に要する費用を法第５６条

第２項の規定により本人又はその扶養義務者から

徴収する。

 （費用の減免）

第８条 市長は、必要があると認めるときは、前条

の費用を減額し、又は免除することができる。

   第３章 診療所

 （名称）
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第９条 診療所の名称は、子ども家庭総合センター

内診療室とする。

 （診療科目）

第１０条 診療所の診療科目は、児童・思春期精神

科とする。

 （使用料）

第１１条 診療所において診療又は検査を受けた者

は、健康保険法（大正１１年法律第７０号）第７

６条第２項（同法第１４９条において準用する場

合を含む。）及び高齢者の医療の確保に関する法

律（昭和５７年法律第８０号）第７１条第１項の

規定に基づき厚生労働大臣が定める療養の給付に

要する費用の額の算定方法により算定した額の使

用料を納付しなければならない。

 （手数料）

第１２条 診療所において診断書、証明書等の交付

を受けようとする者は、１通につき５，０００円

に１００分の１０８を乗じて得た額以内において

市長が定める手数料を納付しなければならない。

 （使用料等の減免）

第１３条 市長は、必要があると認めるときは、第

１１条又は前条に規定する使用料又は手数料を減

額し、又は免除することができる。

   第４章 市民コンタクトスクエア

第１４条 ［略］ 第４条 ［略］

第１５条 ［略］ 第５条 ［略］

第１６条 ［略］ 第６条 ［略］

第１７条 ［略］ 第７条 ［略］

第１８条 ［略］ 第８条 ［略］

 （利用の制限）

第９条 市長は、センターの利用について、次の各

号のいずれかに該当すると認めるときは、その利

用に条件を付し、又はその利用を拒否することが

できる。

 センターの設置の目的に反するとき。

 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがある

とき。
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 センターを損傷し、又は滅失するおそれがあ

るとき。

 前３号に掲げるもののほか、センターの管理

上支障があるとき、又は市長が適当でないと認

めるとき。

 （利用権の譲渡等の禁止）  （利用権の譲渡等の禁止）

第１９条 前条の利用の許可を受けたもの（以下「

貸出施設等の利用者」という。）は、その権利を

他人に譲渡し、又は転貸してはならない。

第１０条 第８条の利用の許可を受けたもの（以下

「貸出施設等の利用者」という。）は、その権利

を他人に譲渡し、又は転貸してはならない。

 （特別の設備等の制限）

第１１条 センターを利用する者（以下「利用者」

という。）は、市民コンタクトスクエアを利用す

るに当たって、特別の設備をし、又は備付けの物

品以外の物品を利用する場合は、あらかじめ市長

の許可を受けなければならない。

第２０条 ［略］ 第１２条 ［略］

 （特別の設備等の制限）

第２１条 センターを利用する者（以下「利用者」

という。）は、市民コンタクトスクエアを利用す

るに当たって、特別の設備をし、又は備付けの物

品以外の物品を利用する場合は、あらかじめ市長

の許可を受けなければならない。

 （入館の禁止等）

第１３条 市長は、センター内の秩序を乱し、若し

くは他の利用者に迷惑を及ぼし、又はこれらのお

それのある者の入館を禁止し、又はその者の退館

を命じることができる。

 （原状回復の義務）  （原状回復の義務）

第２２条 利用者は、市民コンタクトスクエアの利

用が終わったときは、速やかに当該施設を原状に

回復し、又は搬入した物件を撤去しなければなら

ない。第２０条第１項の規定により利用の停止若

しくは許可の取消しの処分を受けたとき、次条の

規定により利用を拒否されたとき、又は第２４条

の規定により退館を命じられたときも、同様とす

る。

第１４条 利用者は、市民コンタクトスクエアの利

用が終わったときは、速やかに当該施設を原状に

回復し、又は搬入した物件を撤去しなければなら

 ない。第９条の規定により利用を拒否されたとき、

 第１２条第１項の規定により利用の停止若しくは

許可の取消しの処分を受けたとき、又は前条の規

定により退館を命じられたときも、同様とする。

２ ［略］ ２ ［略］

   第５章 雑則

 （利用の制限）

第２３条 市長は、センターの利用について、次の
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各号のいずれかに該当すると認めるときは、その

利用に条件を付し、又はその利用を拒否すること

ができる。

 センターの設置の目的に反するとき。

 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがある

とき。

 センターを損傷し、又は滅失するおそれがあ

るとき。

 前３号に掲げるもののほか、センターの管理

上支障があるとき、又は市長が適当でないと認

めるとき。

 （入館の禁止等）

第２４条 市長は、センター内の秩序を乱し、若し

くは他の利用者に迷惑を及ぼし、又はこれらのお

それのある者の入館を禁止し、又はその者の退館

を命じることができる。

第２５条 ［略］ 第１５条 ［略］

 （指定管理者による管理）  （指定管理者による管理）

第２６条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第３項の規定により、法

人その他の団体であって市長が指定するもの（以

下「指定管理者」という。）に、センターの管理

に関する業務のうち、次に掲げるものを行わせる

ことができる。

第１６条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第３項の規定により、法

人その他の団体であって市長が指定するもの（以

下「指定管理者」という。）に、センターの管理

に関する業務のうち、次に掲げるものを行わせる

ことができる。

 第２条第１号及び第８号から第１１号までに

掲げる業務

 第２条第１号及び第７号から第１０号までに

掲げる業務

  ・  ［略］   ・  ［略］

２ 市長は、前項各号に掲げるもののほか、次に掲

げる業務を指定管理者に行わせることができる。

２ 市長は、前項各号に掲げるもののほか、次に掲

げる業務を指定管理者に行わせることができる。

 第１４条第１項の規定にかかわらず、センタ

ーの管理上必要があると認めるときに、市長の

承認を得て、臨時に休業日を定め、又は休業日

に業務を行うこと。

 第４条第１項の規定にかかわらず、センター

の管理上必要があると認めるときに、市長の承

認を得て、臨時に休業日を定め、又は休業日に

業務を行うこと。

 第１５条第１項の規定にかかわらず、特に必

要があると認めるときに、市長の承認を得て、

利用時間を変更すること。

 第５条第１項の規定にかかわらず、特に必要

があると認めるときに、市長の承認を得て、利

用時間を変更すること。

 第１７条本文の規定にかかわらず、センター

の管理上必要があると認めるときに、市長の承

認を得て、引き続いて利用することができる期

間を変更すること。

 第７条本文の規定にかかわらず、センターの

管理上必要があると認めるときに、市長の承認

を得て、引き続いて利用することができる期間

を変更すること。

 第１８条第１項の規定により、貸出施設等の

利用の許可若しくは許可に係る事項の変更の許

可をすること又は同条第２項の規定により、許

可に条件を付すること。

 第８条第１項の規定により、貸出施設等の利

用の許可若しくは許可に係る事項の変更の許可

をすること又は同条第２項の規定により、許可

に条件を付すること。

 第２０条第１項の規定により、同項第１号か  第９条の規定により、同条第１号から第３号
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ら第３号までのいずれかに該当するとき、利用

の許可の条件若しくは指定管理者の指示に従わ

ないとき、又はセンターの管理上特に必要があ

るときに、許可に係る利用の条件を変更し、若

しくは利用を停止し、又は許可を取り消すこと。

までのいずれかに該当すると認めるとき、又は

センターの管理上支障があるとき、若しくはセ

ンターを利用させることが適当でないと認める

ときに、利用に条件を付し、又は利用を拒否す

ること。

 第２１条の規定により、特別の設備をし、又

は備付けの物品以外の物品を利用する場合に許

可をすること。

 第１１条の規定により、特別の設備をし、又

は備付けの物品以外の物品を利用する場合に許

可をすること。

 第２３条の規定により、同条第１号から第３

号までのいずれかに該当すると認めるとき、又

はセンターの管理上支障があるとき、若しくは

センターを利用させることが適当でないと認め

るときに、利用に条件を付し、又は利用を拒否

すること。

 第１２条第１項の規定により、同項第１号か

ら第３号までのいずれかに該当するとき、利用

の許可の条件若しくは指定管理者の指示に従わ

ないとき、又はセンターの管理上特に必要があ

るときに、許可に係る利用の条件を変更し、若

しくは利用を停止し、又は許可を取り消すこと。

 第２４条の規定により、入館を禁止し、又は

退館を命じること。

 第１３条の規定により、入館を禁止し、又は

退館を命じること。

第２７条 ［略］ 第１７条 ［略］

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

 （さいたま市こころの健康センター条例の一部改正）

２ さいたま市こころの健康センター条例（平成１４年さいたま市条例第１０３号）

の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（使用料及び手数料）

第３条 センターの施設の利用又はセンターにおい

て行う業務については、この条例の定めるところ

により使用料及び手数料（以下「使用料等」とい

う。）を徴収する。

２ 使用料の額は、健康保険法（大正１１年法律第

７０号）第７６条第２項の規定により、厚生労働

大臣が定める療養に要する費用の額の算定方法を

基準として規則で定める額とする。
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３ 診断書及び証明書の交付の手数料の額は、１通

につき１，５３０円の範囲内で規則で定めるもの

とする。

（使用料等の徴収）

第４条 使用料等は、その都度これを徴収するもの

とする。ただし、市長が特別の理由があると認め

るときは、この限りでない。

（使用料等の減免）

第５条 市長は、必要があると認めるときは、使用

料等を減額し、又は免除することができる。

第３条 ［略］ 第６条 ［略］

第４条 ［略］ 第７条 ［略］
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